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トラック運送事業者 各位 
 
 

国土交通省中国運輸局自動車交通部貨物課 

 

「新標準運送約款、働き方改革を踏まえた取組状況に関する調査」 ご協力のお願い 

 
拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。また平素より、国土交通行政

及び厚生労働行政に対しご理解とご協力を賜りまして誠にありがとうございます。 
トラック運送事業においては、平成 29 年 11 月、標準貨物自動車運送約款（以下、「標

準運送約款」という。）を改正し、運賃と料金を区分し、積込・取卸料、待機時間料等を収

受しやすくするなど、取引条件の改善に向けた施策を実施、さらに運転者の長時間労働の

抑制に向けた各種施策を展開するなど、トラック運送事業の取引環境の改善に向けて取り

組んでいるところです。 
上記、国による各種施策を踏まえ、トラック運送事業者における「適正な運賃・料金の

収受への取組」、「長時間労働の抑制に向けた取組」等の実態を把握するために、アンケー

ト調査をさせていただくこととなりました。ご多忙のところ誠に恐縮ですが、本調査の趣

旨をご理解いただき、調査にご協力いただきますようお願いいたします。なお、誠に勝手

ながらご回答は 11 月 30 日までにお願い致します。 
 
ご回答にあたり、２つの方法がありますのでご選択ください（いずれか１つを選択）。 
①WEB 調査画面にアクセスして回答する方法 
→ ct@pmic.co.jp へ空メール送信後、受信メールに記載された調査画面へアクセスし

て回答する 
 
②同封した調査票にご記入後、返信用封筒に入れて返送、あるいは、FAX により送信す

る方法（FAX 番号：03-6273-0485） 
 
なお、ご回答内容を事業者ごと個別に把握、分析することはなく、全体データとして統

計処理に使用させて頂きますので、調査目的以外に使用することは絶対にありません。 
本調査実施につきましては、厚生労働省岡山労働局労働基準部監督課及び一般社団法人

岡山県トラック協会の協力のもと実施いたしますことを申し添えます。 

敬具 

---------------------------------------------------------------------------------------- 
【本調査に回答に関するお問合せ先】 
日本 PMI コンサルティング株式会社 担当：中山、梶谷、古田 
 Tel：03-6273-1480  電子メール：c-nakayama@pmic.co.jp  

参考 
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新標準運送約款、働き方改革を踏まえた取組状況に関する調査票 

Ⅰ 貴社について 

設問１：所在する「県」にレ印を入れて、「市町村」をご記入ください。 

（□鳥取県・□島根県・□岡山県・□広島県・□山口県）  （市・町・村） 

 

設問２：貴社の保有車両数をお教えください。（該当するもの１つ） 

□① 10 両以下        □② 11～20 両         □③ 21～30 両 

□④ 31～50 両       □⑤ 51～100 両        □⑥ 10１両以上 

 

設問３：貴社の従業員数をお教えください。（該当するもの１つ） 

□① 10 人以下             □② 11～20 人            □③ 21～30 人  

□④ 31～50 人             □⑤ 51～100 人         □⑥ 101 人以上   

 

設問４：．現在、必要な運転者人員に対して、運転者は不足していますか。（該当するもの１つ） 

□① 非常に不足している 

□② 不足している 

□③ やや不足している 

□④ 不足していない 

 

設問５：運送事業に係る経費に基づいた原価計算を実施していますか。（該当するもの１つ） 

□① 実施している →設問５－１を回答してください。 

□② 実施していない→設問５－２を回答してください。 

 

設問５－１：設問５にて「①実施している」と回答した方にお聞きします。原価を算出した結果、

荷主に対し、原価計算に基づいた運賃・料金を収受できていますか。 

□① 収受できている。 

□② 収受できていない 

     （理由：                                  ）                                  

 

設問５－２：設問５にて「②実施していない」と回答した方にお聞きします。原価計算を算出し

ない理由をお聞かせください。 

□① 原価計算の方法がわからない。 

□② 荷主（元請け）の提示した額で運んでいるため、原価計算の必要性を感じていない 

□③ その他  （                                  ）                                  
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設問６：附帯作業に見合った料金を収受するため、積込・取卸作業の時間、待機時間、その他附

帯作業の内容、所要時間等について現場を確認し、調査を実施していますか。（該当する

もの１つ） 

□① 詳細に調査を実施 

□② おおまかに調査を実施 

□③ 以前から現場実態を適切に把握 

□④ 現場調査を実施していない（運賃・料金の見直しを検討していなので実施していない） 

□⑤ 現場調査を実施したいと思っているが、実施できていない。 

設問７：適切な見積を作成できるよう、営業担当者、営業ドライバー等の育成を実施していますか。

（該当するもの１つ） 

□① 育成している 

□② 特に育成していない（理由：                                 ）    

□③ 育成の必要がない（理由：                                     ） 

Ⅱ．「標準運送約款」の改正を踏まえた対応について 

設問１：標準運送約款の改正内容（平成 29 年 11 月）をご存知ですか。（該当するもの１つ） 

□① 知っている     □② 少し知っている     □③ 知らない 

 

設問２：標準運送約款の改正を踏まえ、どのような手続きをしましたか。（該当するもの１つ） 

□① 新・標準運送約款に基づく運賃の届出 → 設問２－１の設問にご回答ください。 

□② 旧・標準運送約款に基づく約款の認可   →設問２－２を回答してください 

□③ 独自に定めた運送約款の認可     → 設問２－２を回答してください 

□④ まだ手続きをしていない     → 設問２－３を回答してください 

 

設問２－１.  

以下は設問２において、① 新・標準運送約款に基づく運賃の届出 と回答した方にお聞きし 

ます。 

設問ア どのような理由から、新標準運送約款を使用する届け出をしましたか。（該当するも

の全て） 

□① 現状の業務実態に即した運賃・料金を収受すべきだから 

□② 附帯作業時間、待機時間が長時間化しており、改善につながるから 

□③ 旧約款、独自約款の認可申請の必要がないから 

□④ 各種団体、指導員等から新・標準運送約款届出のアドバイスを受けたから 

□⑤ その他（                                          ） 

設問イ：標準運送約款改正（平成２９年１１月）後、運賃・料金の別建て収受等に向けて、

取引先に対して申入れ、交渉を実施しましたか。（該当するもの１つ） 

□① 申入れを実施 → 設問ウ以下を回答してください 

□② 申入れのために準備中  

□③ まだ申入れしていない 

設問ウ 設問イで「①運賃・料金の申入れを実施」と回答した方にお聞きます。 

取引先に対して、申入れ、交渉した結果、見直し等に繫がりましたか。 

□① 見直しできた → 設問エ、設問オを回答してください 

□② 見直しできていない→ 設問カを回答してください 

□③ 交渉中 
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設問エ 設問ウで「①見直しできた」と回答された方にお伺いします。見直しできた取引先

の割合、「荷種」についてお伺いします。 

〇 見直しができた取引先の割合（件数ベース）    → 約（         ）割くらい 

○ 取引条件の見直しができた「荷種」（                                ） 

 

設問オ 設問ウで「①見直しできた」と回答された方にお伺いします。 

見直しした具体的事例をお聞かせ下さい。（該当するもの全て） 

□① 積込・取卸料         □② 待機時間料 

□③ 附帯作業料          □④ 燃料サーチャージ 

□⑤ 高速道路利用料金       □⑥ 運賃水準を引上げした（別建て収受はなし） 

□⑦ その他（                                          ） 

 

設問カ 設問ウで「②見直しできていない」と回答された方にお伺いします。 

運賃・料金の別建て収受、附帯業務料金等の新規収受等に向けて見直しできていない理

由はどのようなことがありますか。（該当するもの全て） 

□① 取引先（荷主等）が応じてくれないため  

□② 自社の交渉力が充分でないため 

□③ 長年の業界慣行があるため 

□④ 行政等による周知、浸透に向けた取組が充分でないため 

□⑤ 荷主勧告の発動、下請法・労働法関連からの指導が充分でないため 

□⑥ その他（                                           ） 

 

設問２－２：設問２で、「②旧標準運送約款に基づく約款の認可」または「③独自に定めた運送約

款の認可」と回答した方にお聞きします。「新・標準運送約款の使用をしない理由」につ

いて、お教えください。（該当するもの全て） 

□① 積込・取卸料金、待機時間料金等を別建て収受することは困難だから 

□② 新・標準運送約款を踏まえ、料金を別建て収受する仕事がないから 

□③ 独自に定めた運送約款でないと対応できない運送だから 

□④その他（                                           ） 

 

設問２－３：上記設問２で、「④まだ手続きをしていない」と回答した方にお聞きします。 

どのような理由で、まだ手続きをしていないのでしょうか。（該当するもの全て） 

□① 届出すべき料金水準がわからないから 

□② 新約款、旧約款、独自約款など、いずれを採用すべきか、わからないから 

□③ 採用する運送約款を届出しても、しなくとも、何も変わらないから 

□④ その他（                                           ） 

 

 

設問３：標準運送約款が改正（平成 29 年 11 月）され、各種作業、待機時間等の改善の必要性に

ついて、「荷主側の意識」が変化してきたと感じますか。（該当するもの１つ） 

□① かなり感じる   □② やや感じる   □③ 感じない   □④ ほとんど感じない 

□⑤ 該当しない（荷主取引はない） 
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設問４：標準運送約款が改正（平成 29 年 11 月）され、各種作業、待機時間等の改善の必要性に

ついて「元請事業者側の意識」が変化してきたと感じますか。（該当するもの１つ） 

□① かなり感じる   □② やや感じる   □③ 感じない   □④ ほとんど感じない 

□⑤ 該当しない（元請、運送事業者同士の取引はない） 

 

設問５：標準運送約款の改正（平成 29 年 11 月）により、取引条件の改善、運転者の賃金引上げ、

長時間時間の抑制について効果が期待できますか。（該当するもの１つ） 

□①かなり期待する □②やや期待する □③期待できない □④全く期待できない 

 

設問６：適正な取引環境の確保、運賃・料金の見直しが円滑にできるようにするためには、どのよ

うなサポートが必要と思いますか。（該当するもの全て） 

□① 法律による公示運賃・料金の明確化 

□② 取引先（荷主・元請事業者等）の理解を促すための周知・徹底 

□③ 自社による原価把握、交渉力の強化（自助努力の徹底） 

□④ 行政等による周知徹底 

□⑤ 荷主勧告の発動、下請法・労働法等からの行政指導の強化 

□⑥ その他（                                           ） 

 

設問７：標準運送約款の改正による、運賃・料金の別建て収受、法律による公示運賃の提示につ

いて、ご意見があれば、ご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．トラック運転者の長時間労働抑制に向けた働き方改革について 

設問１：トラック運転者の長時間労働の抑制に向けて、国土交通省、厚生労働省では以下の取

組を実施していますが、ご存知ですか。 

トラック運転者の長時間労働抑制の取組 □①知っている  □②知らない 

待機時間の記録義務付け □①知っている  □②知らない 

荷主勧告が発動されやすくなったこと □①知っている  □②知らない 

残業の上限規制 

（平成 36 年 4 月～、960 時間以内等） 

□①知っている  □②知らない 

中小企業における月６０時間超の時間外手当 

割増率引上げ（平成 35 年 4 月～） 

□①知っている  □②知らない 
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設問２：運転者の労働時間は、過去１年前と比較してどのような状況ですか。（該当するもの１つ） 

□① 短縮化する傾向     □② 変化なし    □③ 長時間化する傾向 

 

設問３：長時間労働抑制に向けた取組を実施していますか。 

□① 実施している         □② 実施していない 

設問３－１：設問３で「①実施している」と回答した方にお聞きします。具体的にどのようなことに

取り組んでいますか。（該当するもの全て） 

□① 発着荷主と連携した作業・待機等の時間削減、運行の効率化等の生産性向上 

□② 自助努力による作業・待機等時間削減、運行の効率化等の生産性向上 

□③ 作業・待機時間の見える化など、改善指標の設定 

□④ 労働時間管理の徹底、賃金体系の見直し（固定残業設定によるインセンティブ） 

□⑤ その他（                                                ） 

 

設問４：５年後に適用される残業時間の上限規制（上限年 960 時間）について、どのようにお考え

ですか。（該当するもの１つ） 

□① 対応できる（不安はない） 

□② 対応できるか、わからない 

□③ そもそも対応できない 

□④ 詳細を知らない 

 

設問５：５年後に適用される残業時間の上限規制（上限年 960 時間）に対応できるようにするため

には、どのような条件が必要ですか。（該当するもの全て） 

□① 発着荷主による協力の充実（発着荷主における理解・実施の促進） 

□② 元請事業者による協力の充実（元請事業者による協力の徹底） 

□③ 発着荷主、元請事業者に対する行政指導の強化 

□④ 荷役機器等の生産性向上に向けた機器・設備の導入に対する補助制度の充実 

□⑤ 高速道路利用料金の割引制度の拡充 

□⑥ その他（                                               ） 

 

設問６：運転者の長時間労働の抑制、働き方改革（残業時間の上限規制（年 960 時間））等につ

いて、ご意見があれば、ご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご協力を頂き誠にありがとうございました。 


